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税制改正 
企画財政部、2024 年税制改正の後続施行規則改正案を発表 
 

企画財政部は 2024 年税制改正および施行令にて委任した事項と主な制度改善事項等を規定するため、17 施行規則の改正を推進すると明らか

にしました。 同施行規則は立法予告、部署協議、法制処審査等を経て 3 月中に公布・施行される予定です。 

 

主な改正事項は次の通りです。 

 

主な改正事項  

 

█ 租税特例制限法 

○ 統合投資税額控除のうち、国家戦略技術事業化施設の範囲の拡大（租税特例制限法施行規則別表 6 の 2） 

＜改正案＞7 分野 54 施設 ⇒ 7 分野 58 施設 

– （新規）4 

分野 細部技術 

二次電池（1） 陽極材用金属化合物の製造・加工施設 

ディスプレイ（2） 
ハイブリッドカバーウィンドウ素材の製造施設 

マイクロ LED 素材・部品・装備の製造施設 

水素（1） 水素処理バイオエネルギー生産施設 

– （拡大）1 

分野 細部技術 

半導体（1） 次世代メモリー半導体関連素材・部品・装備の製造施設 ⇒ HBM 等の追加 

＜改正理由＞先端戦略産業の設備投資の活性化 

 

○ 統合投資税額控除のうち、新成長事業化施設の範囲の拡大（租税特例制限法施行規則別表 6） 

＜改正案＞14 分野 182 施設 ⇒ 14 分野 183 施設 

– （新規）1 

分野 細部技術 

カーボンニュートラル （1） 電気炉低炭素原料活用の鉄鋼製造施設 

– （拡大）1 

分野 細部技術 

カーボンニュートラル （1） バイオケミカル原料の生産施設 ⇒ バイオ合成ゴムの追加 

＜改正理由＞将来有望産業の設備投資の活性化 

 

○ 国家戦略技術事業化施設、新成長事業化施設の対象になる素材・部品・装備関連施設の範囲の具体化（租税特例制限法施行規則

別表 6、別表 6 の 2） 
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＜改正案＞ 

– 素材・部品・装備関連施設：先端技術又は高付加価値施設（*） 

（*）素材・部品・装備産業法施行令§2 

1. 最終生産物の高付加価値化への寄与が大きいもの 

2. 先端技術又は核心高度技術を伴う素材・部品・装備であり、技術の波及効果又は付加価値の創出効

果が大きいもの 

＜改正理由＞税制支援の対象の具体化 

 

○ R&D 税額控除対象人件費の範囲の拡大（租税特例制限法施行規則§7） 

＜改正案＞ 

– 50%を超過する時間を国家戦略技術又は新成長・源泉技術 R&D に投入する場合、投入時間を按分して R&D 控除率を適用 

– この場合、国家戦略技術 R&Dへの投入時間が 50%以下の者に対しては、国家戦略技術 R&Dへの投入時間を新成長・源泉技術 R&D 

への投入時間とみなす 

＜改正理由＞企業の研究開発支援の拡大 

 

○ 国家戦略技術等、共同・委託研究開発の適用範囲の拡大（租税特例制限法施行規則§7） 

＜改正案＞共同・委託 R&D 税額控除が適用される専門機関の範囲を拡大 

＜改正理由＞研究開発支援の拡大 

 

○ 素材・部品・装備分野外国法人の引受税額控除の範囲の拡大（租税特例制限法施行規則§8 の 8） 

＜改正案＞税額控除の対象として「サプライチェーン安定化法による経済安全保障品目（素材・部品・装備品目限定）の売上高割合が

50%以上の法人」を追加 

＜改正理由＞経済安全保障品目の生産基盤強化への支援 

 

█ 法人税法 

○ 共同経費分担基準の合理化（法人税法施行規則 §25②） 

＜改正案＞共同経費に対する損費分担基準を追加 

– 共同研究開発費：共同研究開発に関する事業部門（標準産業分類上の細分類）で発生した売上高の割合 

– 有形固定資産の共同使用料：（固定費）所有持分の割合、（固定費の他）使用回数の割合 

＜改正理由＞共同経費配分基準の合理化 

 

○ 適格分割株式承継要件の合理化（法人税法施行規則§41⑧） 

＜改正案＞分割法人が完全支配している法人として、適格分割時、分割事業部門との直接・間接取引の割合が 20%以上の法人の株式

等、承継可能株式等の範囲を拡大 

＜改正理由＞企業の構造調整の支援 

 

○ 研究開発用機械装置の加速償却の強化（法人税法施行規則別表 2） 

＜改正案＞研究開発用機械装置の耐用年数を短縮（5 年 ⇒ 3 年） 

＜改正理由＞研究開発支援の拡大 
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█ 所得税法 

○ 建築物の滅失・撤去時、非事業用土地の重課未適用期間の拡大（所得税法施行規則§83 の 5） 

＜改正案＞建築物の滅失・撤去土地の譲渡時、非事業用土地の重課税率（10%p）の未適用期間を拡大（2 年 ⇒ 5 年） 

＜改正理由＞空き家問題の解消への支援 

 

○ みなし賃貸料の計算および住宅賃借資金の借入金基準の金利調整（所得税法施行規則§23・§57、法人税法施行規則§6、付加価値税

法施行規則§47） 

＜改正案＞金利の引き下げ（年 3.5% ⇒ 3.1%） 

＜改正理由＞都市銀行の定期預金金利水準等の反映 

 

█ 相続税および贈与税法 

○ 非上場保険会社の株式評価方法の合理化（相続税および贈与税法施行規則§17 の 2） 

＜改正案＞保険会社の純資産価額の算定時、負債に含める範囲を拡大 

– 「保険業法」に従って計上した責任準備金（割引率の変動による責任準備金評価額の変動分を除く） 

– 解約返戻金準備金（「法人税法」第 32 条第 1 項） 

＜改正理由＞IFRS17 の施行による非上場保険会社の株式に対する評価方法の合理化 

 

█ 総合不動産税法 

○ 総合不動産税から合算排除される売れ残り住宅範囲の一時的な拡大（総合不動産税法施行規則§4） 

＜改正案＞合算排除期間を一時的に延長（5 年 ⇒ ‘25.1.1.～‘26.12.31.のうち、納税義務の設立分は 7 年） 

＜改正理由＞住宅建設事業者の負担の緩和 

 

█ 国際租税調整に関する法律 

○ 正常価格の調整による更正請求時、提出対象資料の追加（国際租税調整に関する法律施行規則§2） 

＜改正案＞提出対象資料として正常価格の立証書類を追加（取引当事者の事業内容・財務諸表、正常価格の調整方法等の説明資

料） 

＜改正理由＞国際取引を通じた租税回避の防止 

 

█ 国税基本法 

○ 国税還付加算金の金利調整（国税基本法施行規則§19 の 3） 

＜改正案＞金利の引き下げ（年 3.5% ⇒ 3.1%） 

＜改正理由＞都市銀行の定期預金金利水準等の反映 

 

█ 関税法 

○ 関税還付加算金等の金利調整（関税法施行規則§9 の 3） 

＜改正案＞金利の引き下げ（年 3.5% ⇒ 3.1%） 

＜改正理由＞都市銀行の定期預金金利水準等の反映 

 

 



JSG Newsletter 

 

05 
 

半導体投資税額控除率の引き上げ等の税法改正法律案、国会本会議を通過 
 

半導体国家戦略技術の投資税額控除率の引き上げ等に向けて、租税特例制限法改正案等 7 税法改正案が‘25.2.27.（木）国会本会議にて議

決されました。 

 

主な改正事項は次の通りです。 

 

主な改正事項  

 

█ 租税特例制限法 

○ 国家戦略技術の半導体投資に対する税額控除率の引き上げ（租税特例制限法§24） 

＜改正案＞国家戦略技術の半導体分野への投資に対する控除率の引き上げ 

– 大企業、中堅企業：15% ⇒ 20% 

– 中小企業：25% ⇒ 30% 

＜改正理由＞半導体産業の競争力強化 
 

○ ‘24・‘25 年臨時投資税額控除の適用期限の延長に関する事項（租税特例制限法§24） 

＜改正案＞‘24・‘25 年、臨時投資税額控除の適用期限を延長（企業の規模別に控除率の差等有り） 

＜改正理由＞企業の投資活性化 
 

○ 国家戦略技術として新たな分野の追加（租税特例制限法§10） 

＜改正案＞国家戦略技術分野に人工知能、未来型運送手段を追加 

＜改正理由＞人工知能、未来型運送手段分野への支援強化 
 

█ 法人税法 

○ 従来の収入配当金益金不算入率の適用猶予期間の延長（法律第 19193 号法人税法附則§16） 

＜改正案＞益金不算入率適用猶予期間‘26.12.31.までに延長 

＜改正理由＞持主会社の税負担の緩和 
 

█ 相続税および贈与税法 

○ 特定法人との取引によるみなし贈与の範囲の拡大（相続税および贈与税法§45 の 5①） 

＜改正案＞みなし贈与の範囲に「資本取引による利益分与」を追加 

＜改正理由＞みなし贈与の範囲の調整 
 

█ 国税基本法 

○ 税務調査における資料提出の義務違反に対する履行強制金制度の新設（国税基本法§85 の 7、§85 の 8 新設） 

＜改正案＞税務調査における資料提出の義務違反に対する履行強制金制度を新設 

– （対象）税務調査過程において該当帳簿・書類等を正当な事由なしに提出しない者 

– （事前通知）資料提出に必要な相当の履行期限（最低 30 日）を付与 

– （賦課額）履行期限が過ぎた日から 1 日当たり 1 日平均収入金額の 1 千分の 3 以内、金額算定が困難な場合、1 日当たり 5 百万

ウォン以内 

＜改正理由＞国税行政運用の効率性向上 
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例規・判例 
【国税庁】金型が統合投資税額控除の対象資産に該当するか否か 

（書面-2024-法人-1217、2024.8.29.） 
 

▣質疑 

– （質疑 1）質疑法人が投資する金型（*）が投資税額控除の対象資産に該当するか否か 

（*）開放型金型のうち、単発および連発金型であり、様々な工程の金型を同時に制作して通常 5～10 年間使用でき、製品別に数十億ウォン

の費用を要する 

– （質疑 2）質疑法人が制作して国内・国外の下請け業者に提供する金型が投資税額控除の対象資産に該当するか否か 

 

▣事実関係 

– 質疑法人は自動車、自動車部品の製造および販売業を営む会社で、国内生産工場を通じて多様な種類の自動車部品を生産して国内および

海外市場に販売している 

– 質疑法人はプレス工程のために金型を直接保有し使用しており、部品を製造して質疑法人に納品する業者が必要とする金型も制作して下請け

業者が使用するようにしている。この時、下請け業者に提供する金型に対する所有権は質疑法人にあり、維持・管理費用も質疑法人が負担しな

がら質疑法人の財務状態表に有形固定資産として認識している 

– また、下請け業者は質疑法人所有の金型を活用して質疑法人のための部品のみ製造可能で、実質的に部品の形態、サイズ等が自動車のモデル

別に異なることから、他の製造業者のための部品を質疑法人の金型で制作することはできない 

 

回答 

 

 

（質疑 1）租税特例制限法施行規則別表 1 の工具ではなく事業用有形固定資産である金型は統合投資税額控除の対象資産に該当するも

のである。 

 

（質疑 2）質疑法人が自ら製品を製造せず、投資税額控除適用施設を下請け業者の事業場に設置し、その施設に対する維持・管理費用を負

担しながら下請け業者が生産した製品の全量を引き受けて自己責任の下で直接販売する場合、国内に所在する下請け業者に提供する金型は

統合投資税額控除の対象資産に該当するものである。 
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